
約20％(約52万トン)

輸出（主に香港向けの殻付生鮮卵）

国
内
消
費
量

約
270
万
ト
ン

資料：農林水産省「食料需給表」
総務省「家計調査」

消費者

粉卵９割、液卵1割の割合で米国、オランダ、イタリア等から輸入

○ 国産鶏卵は、約５割が家計消費用のパック卵として小売店へ、約３割が業務用として外食店等へ、約２割が加工用として液卵等の加工業者へ流通
し、約１％は主に殻付卵で香港等へ輸出されている。

〇 輸入鶏卵は加工用として、主に粉卵で輸入されており、水産物の練り物やハム・ソーセージ等のつなぎ、製菓・製パン等に利用されている（国内消
費の約４％）。

〇 鳥インフルエンザによる生産の減少に伴い、国産鶏卵は家計消費用のパック卵へ優先供給されたため、加工用への供給が減少し、一部では輸入
の動き。

約30％（約78万トン）

約50％（約130万トン）

約１％（約２万トン）

加工業者

液卵、ゆで卵等

輸入鶏卵
約11万トン/年

（国内消費の約４％）

輸入の増加
令和５年３月以降、
ブラジル産殻付き卵
米国産加熱液卵等

輸出停止に伴う国内への振替

前年同月比で輸出量約半減
小売店

外食店、総菜店

食品メーカー
（製菓・製パン・マヨネーズ等）

鶏卵の流通

国産鶏卵
約260万トン/年

（国内消費の約96％）

鳥インフルエンザによる生産減

国内全体の約12％(1,654万羽)の

採卵鶏を殺処分

再導入の状況

16経営体、157万羽

殺処分羽数の約9.5％

（5/16時点）



発
生
殺
処
分
開
始

発生・殺処分から
再導入まで

発生・殺処分から
発生前同水準まで回復

概ね3～７ヶ月

概ね11～14ヶ月

鶏卵生産数

ルールに基づき、早期の再導入可能となるよう都
道府県に働きかけるとともに、
再導入が可能となった際には、速やかに再導入が
図られるよう、業界関係者に働きかけ

再
導
入
可
能

飼養衛生管
理状況・消
毒・農場の清
浄性の確認

防疫措置

再
導
入
開
始

再導入開始→産卵開始

１～３ヶ月
大雛

(平均120日齢で導入)
中雛

(～60日齢)

期間

産
卵
開
始

150日齢

生産循環の観点から、
段階的に導入

鳥インフルエンザ発生農場の再開までの道筋



鶏卵卸売価格の推移

鶏卵卸売価格の推移 ※５月12日時点

出典：JA全農たまご東京 Mサイズ

・ 鶏卵は需要のほとんどを国内産でまかなっているため、わずかな需給の変動が大きな価格変動をもたらす構造。

・ 卸売価格は、夏場の低需要期に低下し、年末の需要期に上昇する季節変動がある。

・ 令和２年４月の緊急事態宣言後、業務用の需要が大幅に減少したため、価格は低水準で推移。令和２年度シーズンの鳥インフルエンザ発生による殺処分羽

数が多く、令和３年２月中旬以降、価格は例年を上回って推移したが、生産の回復等により11月以降は例年をやや下回る水準で推移。

・ 令和４年５月以降、業務用需要が回復傾向にあることや生産コストの上昇による価格転嫁から、価格は例年を上回る水準で推移。その後、10月以降に発生し

た鳥インフルエンザにより、採卵鶏の殺処分が飼養羽数の１割強にのぼったことから、価格は大幅な高値で推移。



資料：全農たまご東京より推計、農林水産省「食品価格動向調査」
注１：卸売価格は全農たまごの公表する卸売価格（円/kg）から、10個入りのパックの価格に換算（1.64で除算）し、消費税を加えた（1.08で乗算）もの。
注２：小売価格は、令和元年６月まではLサイズ10個、令和元年７月以降はサイズ混合10個
注３：小売価格は消費税を含む
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鶏卵卸売価格・小売価格の推移（H29～）


